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要点 

 本補足文書は、IASB と FASB により共同で開発され、2009 年 11 月に公

表された償却原価および減損に関する IASB の公開草案に含まれる「予

想損失モデル」に対する修正を提案している。 
 本提案は、オープン・ポートフォリオ・ベースで管理される資産にのみ適用

される。 
 提案された減損モデルでは「グット・ブック(good book)」における予想損失

は、残存期間にわたり認識される一方で、「バッド・ブック（bad book）」にお

ける予想損失は、損益で即ちに認識される。 
 提案されたアプローチは、異なる期間にわたり、企業に損失の見積りを行

うことを要求するため、プロセスおよびシステムの調整が必要となることが

ある。 
 残存期間の予想信用損失は、内部情報および外部情報を含む利用可能

なすべての情報を考慮して見積る。 
 貸倒引当金は、利息収益の減額ではなく、別個の費用科目として損益で

表示されることになる。 
 短期の売掛金は、本補足文書で減損検討の対象としておらず、収益認識

プロジェクトの議論の一部として検討される予定である。 

 

提案 

2011 年 1 月 31 日に、国際会計基準審議会（IASB）および米国財務会計基準

審議会（FASB）は、2009 年 11 月公表された IASB の公開草案 ED/2009/12 
「金融商品：償却原価および減損」についての、共同で開発した補足文書「金

融商品：減損」（補足文書）を公表した。本補足文書の提案は、それぞれの公

開草案について受領したフィードバックの両審議会による検討の成果である。

さらに、IASB は、表示および開示要求を提案する本補足文書の付録を含めて

いる。FASB は、表示および開示要求についてはまだ議論していない。 
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本補足文書における IASB の提案は、IAS 第 39 号「金融商品：認識および測

定」を置き換えるプロジェクトの一部である。本提案は、最終化された場合、

IFRS 第 9 号「金融商品」の、償却原価で測定される貸出金および負債証券の

ようなすべての負債性金融商品に適用されることになる。 

本補足文書は、IAS 第 39 号と米国基準の「発生損失減損モデル」を「予想損

失減損モデル」に置き換える既存の提案を発展させ、両審議会は、減損モデ

ルを適用するときに、これらのポートフォリオがもっとも困難であると考えたた

め、資産のオープン・ポートフォリオ（すなわち、絶え間なく変更されるポートフ

ォリオ）のみを取り扱っている。しかし、本補足文書はまた、個別項目またはク

ローズド・ポートフォリオに本提案を適用する際の潜在的な問題に関して、関係

者からのフィードバックを求めている。両審議会は、クローズド・ポートフォリオ

および個別資産を取り扱うときに、これらの回答を検討する予定である。 

背景 

IAS 第 39 号と米国基準の同等の要求の「発生損失減損モデル」は、損失の遅

延認識および将来的な情報の欠如のため、金融危機の時に批判された。 

これらの問題に対処するため、両審議会は、減損に関する提案を別個に公表

した。IASB の ED における提案では、金融資産の償却原価は、将来の信用損

失の検討を含む資産から生じる将来の予想キャッシュ・フローの現在価値であ

る。金融商品の当初認識時に予想される信用損失は、予想信用損失を資産の

実行金利に包含することにより、金融商品について認識される利息収入金額

を減額することによって認識される。将来の信用損失の見積りの事後的な変

更は、損益に直ちに認識される。 

このアプローチは、信用リスクの事後的な変更は資産のプライシングの一部で

はなく、損益に直ちに認識されるべきであるものの、信用リスクは資産のプライ

シングへの重要なインプットであり、したがって将来の信用損失の当初見積額

は、利息収益の認識の構成要素であるべきだという論理を基礎としている。 

多くのコメント・レターは、ED の本提案の概念的な利点を認識したが、実務上

の問題を識別し、財務報告における可能な改善が、提案の導入に必要となる

過大なコストおよび労力を正当化するかどうかについて、疑問視した。多くの財

務諸表作成者はまた、多くの企業（特に、金融機関）にとって、信用リスクが管

理されている方法である、金融資産のオープン・ポートフォリオに提案が現実

的に適用できるかどうかについても疑問視した。 

範囲 

本補足文書の提案は、IFRS 第 9 号において償却原価で測定され、オープン・

ポートフォリオ・ベースで管理される金融資産に適用される。貨幣の時間価値

の割引が重要でない短期の売掛金は、本補足文書の範囲ではない。 
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先送りされた項目 

IASBは、当初の公開草案に含まれていたすべての提案をまだ議論していない。

代わりに、IASB は提案モデルにおけるもっとも困難な側面（例えば、オープン

ポートフォリオへの適用）について、追加的なフィードバックを初めに求めること

を選択した。IASB は、本補足文書の提案に対して受領するフィードバックを検

討しながら、残りの論点を取り扱う予定である。議論されておらず、本補足文書

では扱われていない項目は、以下を含む。 

 個別の金融資産、クローズド・ポートフォリオで保有する資産、その他問題の

ある貸付金、購入された貸付金、負債証券への投資、および売掛金につい

ての減損の検討 

 信用損失の測定方法 

 「貸倒」（write-off）および「不良資産」（non-performing）の用語の定義 

 償却原価の測定の目的 

 利息収益の認識 

 ストレス・テスト、ビンテージ情報、および信用の質に関する開示 

見解 
 
IASB の「減損」に関する当初の公開草案と公開草案 ED/2010/6「顧客との契約

から生じる収益」の両方の回答者は、売掛金を予想信用損失の当初見積額を

控除した金額で認識する（その結果、別途に貸倒損失費用となるのではなく、収

益の減額となる）ことを要求する提案に対して、懸念を表明した。IASB は、この

問題は収益認識プロジェクトの一部として議論されるべきで、その決定が減損の

ガイダンスに取り込まれるべきであると決定した。 

 

「グッド・ブック」対「バッド・ブック」（Good book versus Bad Book） 

本補足文書では、金融資産のキャッシュ・フローの回収可能性についての経営

者の予想に依存して、「グッド・ブック」と「バッド・ブック」に区分する。企業のあ

る資産について、信用リスク管理の目的が、借手から契約上の支払額の受領

から金融資産の一部またはすべての回収に変更となる場合、その資産は「バ

ッド・ブック」に振替えられる。「グッド・ブック」の資産の残存期間の予想損失は、

期間にわたり認識される一方で、「バッド・ブック」に振替えられた資産の残存

期間の予想損失は損益に直ちに認識されることになる。 

「グッド・ブック」ベースと「バッド・ブック」ベースの資産を区分して信用リスクを

管理していない企業は、減損引当金の算定目的のために、それらの資産を区

分することが要求される。 
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減損－「グッド・ブック」アプローチ 
 
本補足文書は、予想信用損失を期間にわたって認識することが適切な金融資

産（グッド・ブック）について、引当金額は（１）「期間配分アプローチを適用した

予想信用損失」と（2）「予測可能な将来（報告日後の少なくても 12 ヶ月の期間

として本補足文書で定義される）に発生すると予想される予想損失」のいずれ

か大きい方の金額として決定される。 

見解 
 
予測可能な将来に発生すると予想される信用損失の最低引当金額（フロアー）

付きの期間配分アプローチは、両審議会が彼らの当初の提案から妥協をし、そ

れぞれの目的の維持を試みた結果である。IASB の目的は、金融資産のプライ

シングの構成要素として信用損失を反映することに重点を置いており、他方

FASB の目的は、引当金勘定がすべての予想信用損失を吸収するに十分であ

ることを保証することに重点を置いている。 

 
企業は、期間配分アプローチでの予想信用損失を認識する方法には選択肢

が提供されている。企業は、以下のいずれかを使用することができる。 

 ポートフォリオの残存期間の予想信用損失に、ポートフォリオの予想残存期

間とポートフォリオの経過期間の比率を掛ける（定額アプローチ） 

 ポートフォリオの残存期間の予想信用損失を、ポートフォリオの予想残存期

間を基礎としてアニュイティに換算する（年金（annuity）アプローチ） 

期間配分アプローチでは、ポートフォリオの経過期間（すなわち、当初認識

からの期間）と予想残存期間の両方が、加重平均で算定される。 

 
見解 
 
ポートフォリオの予想残存期間を策定では、企業は期限前償還オプション、コー

ル・オプション、延長オプション、その他のオプションおよび資産のデフォルトを考

慮する必要がある。したがって、ポートフォリオの加重平均予想残存期間は、契

約上の満期を基礎にした加重平均残存期間の算定ほど単純ではない。企業

は、ポートフォリオの予想残存期間を策定では、金利の動向といった外部要素、

および期限前償還オプションやコール・オプションと相関するその他の要素につ

いて考慮する必要がある場合がある。 

 

定額アプローチでは、企業は「割引いた予想損失」と「割引しない予想損失」の

いずれかを使用することが認められる。割引定額アプローチと年金アプローチ

のいずれかを適用することを選択する企業は、リスク・フリー・レートと実効金

利の間の合理的な割引率を利用することが可能である。 
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見解 
 
単一アプローチの要求は、比較可能性を改善するかもしれないが、IASB は、企

業が 3 つのアプローチ（非割引定額アプローチ、割引定額アプローチ、年金アプ

ローチ）のいずれかを利用することが容認されるべきであることに最終的に合意

した。すなわち、信用損失の「より正確な配分」を達成するため、より洗練されて

いるシステムおよびプロセスを有する企業について、認められる。 

 

予測可能な将来（報告日から少なくても 12 ヶ月の期間として定義される）に発

生することが予想される信用損失に等しい最低限の引当金額（フロアー）を含

めることは、資産の残存期間の早い時期により高いデフォルト率の経験がある

資産分類について十分な引当金が認識されること、期間配分アプローチで、累

積減損引当金がマイナスとならないようにすることを保証することを意図してい

る。 

設例 
 
企業は、貸付中の 2 つのポートフォリオを管理している（「グッド・ブック」）。ポート

フォリオ A は額面金額 CU1,000,000 の貸付金から構成され、ポートフォリオ B
は額面金額 CU50,000,000のプライム住宅ローンから構成される。下表は、2つ

のポートフォリオの減損の算定で、本補足文書が認めている「割引なしの定額期

間配分アプローチ」を利用する企業が使用する情報を示している。 

 

ポートフォリオ A について、期間配分アプローチに従って算定した引当金よりも、

予測可能な将来により大きい損失が予想される。したがって、企業は予測可能

な将来に見込まれる損失に等しい引当金額を計上する。 

期間配分アプローチにより算定されたポートフォリオ B の引当金額は、予測可能

な将来に予想される損失を超過する。したがって、企業は期間配分アプローチ

で算定した引当金額を計上する。 

 

 

 

ポート   
フォリオ 

残存期間予

想信用損失 
 
 
 
 

A 

加重平均経

過期間 
 
 
 
 

B 

加重平均予

想残存期間 
 
 
 
 

C 

期間配分金

額 
 
 
 
 

D=Ax(B/C) 

予測可能な

将来の期間

（FFP） 
 
 

   E 

FFP の予想

信用損失 
 
 
 
 

F 

減損引当金 
 
 
 
 

G=＞D or 
F 

A 3,000 1 year 3 years 1,000 1 year 2,500 2,500 

B 75,000 3 years 12 years 18,750 1 year 12,000 18,750 



IFRS in focus   6 
 

減損－「バッド・ブック」アプローチ 
 
資産が「グッド・ブック」から「バッド・ブック」が振替えられる場合、すべての残存

予想信用損失は直ちに認識される。 

IASB の本補足文書の付録は、「グッド・ブック」と「バッド・ブック」の間の振替え

について、引当金残高は期間配分アプローチを基礎に振替えられるべきであ

ると提案する。このアプローチでは、ポートフォリオの「グッド・ブック」の引当金

勘定の一部は、振替えられた資産の経過期間を基礎として、当資産が振替え

られるときに、「バッド・ブック」の引当金勘定に振替えられることになる。「グッ

ド・ブック」の引当金勘定はなくなり、「グッド・ブック」について新しい目標となる

引当金勘定が設定される。「バッド・ブック」に振替えられる資産は、「グッド・ブ

ック」の引当金勘定から振替えられていない残りの予想損失について減損損

失を認識する。 

設例 
 
企業は、同種の貸付金のオープン・ポートフォリオを管理していると仮定する。残

存期間の期待損失 CU100 を持つ特定の貸付金に関する経営者の目的が、元

本および利息の返済を回収することから、元本の回収に変更された。企業は、

彼らの内部信用リスク管理プロセスに基づいて、当該貸付金が「バッド・ブック」

で管理されるべきであり、予想損失は直ちに認識されるべきであると決定した。

当該問題のある貸付金は、経過期間が 1 年で予想残存期間が 5 年である。した

がって、企業は、ポートフォリオの当該貸付金に関連する「グッド・ブック」の引当

金勘定 CU20（1/5 x 100）を「バッド・ブック」の引当金勘定に振替え、残りの

CU80 を減損損失として認識する。したがって、振替え後、ポートフォリオの「グッ

ド・ブック」の引当金勘定は、再見積りする必要がある。 

 

見解 
 
IASB はまた、「グッド・ブック」と「バッド・ブック」の間の振替えについて、「全部償

却」アプローチおよび「無償却」アプローチを検討した。全部償却法では、ポート

フォリオの「グッド・ブック」の引当金から、資産の予想損失金額の総額が振替え

られ、その結果、減損損失は「バッド・ブック」について認識されないが、ポートフ

ォリオの「グッド・ブック」の引当金は、振替え金額によりその目標レベルを下回

ることになる。無償却法は、一旦資産が「バッド・ブック」に振替えられた場合、ポ

ートフォリオの「グッド・ブック」の引当金から引当金を振替えずに、減損損失とし

て予想損失金額の総額を認識する。使用されている方法に関わらず、損益に認

識された引当費用の金額は同じになる。単一のアプローチが引当金勘定の調

整表の開示に使用され、企業間で比較可能となるように、部分的な償却アプロ

ーチを提案する IASB の決定が行われた。 
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予想信用損失の見積り 

両審議会は、残存期間の予想信用損失の見積りは、すべての利用可能な内

部および外部情報を検討すべきであることを明確にした。これは、将来の事象

および将来の経済指標の立証可能な予測と共に、実績データおよび現在の経

済状況を含む。将来の状況の見積りは、現在入手可能な情報と経営者の内部

予測の両方と整合しているべきである。予想信用損失の見積りは、少なくとも

毎報告日に更新されるべきである。 

見解 
 
両審議会は、見積予想損失の策定に関して、それぞれの提案をコンバージェン

スした。IASB の当初の公開草案は、将来キャッシュ・フローの信用損失の影響

額を見積り、内部および外部データ両方を含む様々な種類のデータの使用を容

認したが、ほとんど将来の事象の見積りの策定方法に関するガイダンスを含め

なかった。FASB の公開草案は、予想損失の見積りの策定に、過去の事象およ

び現在の状況に関する利用可能なすべての情報を考慮することを要求したが、

報告日以降の潜在的な将来の経済事象は考慮しなかった。 

 

企業は、2 つの予想損失の見積りを別個に開発する必要があるかもしれない。

1 つは期間配分アプローチによる残存期間の予想損失であり、もう 1 つは「グッ

ド・ブック」アプローチの引当金の最低フロアーを算定での予測可能な将来の

期間に発生することが予想される損失である。予測可能な将来の期間は、一

定の期間であり、期間ごとに変更されないが、異なる特徴をもつ資産の種類で

その長さは変わる可能性がある。  

 

表示および開示 

本補足文書の付録は、本補足文書の提案に関連する表示および開示要求を

提案している。付録は、減損損失は損益で別個の費用科目として表示されるこ

とを提案している（利息収入の減額として信用損失を表示する IASB の当初の

提案からの重要な変更である）。 

提案されている開示は、以下に関する情報を財務諸表利用者に提供すること

を意図している。 

 引当金勘定における活動 

 「グッド・ブック」の信用損失に影響を与え得る要素 

 予想損失の見積りの変更から生じる重要な損益（特に、特定のポートフォリ

オまたは地理的領域からの発生） 

 信用リスクの管理プロセス、および「グッド・ブック」と「バッド・ブック」の区分

が行われた方法 
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 予想損失の経営者の評価 

 信用損失を見積りに使用されたインプットおよび仮定 

 実績と予想損失見積額の検証（例えば、バックテスト） 

付録は、ポートフォリオの信用の特徴を反映するために、減損に関係する開示

が十分に分解されたレベルで提供されるべきであることを提案しており、また

要求される開示項目がすでに他の資料に含まれている場合には、公的に利用

可能な他の報告書との相互参照での組み込みを認めることを提案している。

規制当局に類似の開示要求を含む報告書を提出する銀行がこのケースとなる

かもしれない。 
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